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はじめに
本稿は、公正取引委員会を中心的な担い手とする独占禁止法のエン
フォースメントについて、その仕組みや運用の特徴を概観し、改善の方策
を検討する手掛かりにしようとするものである。本稿で取り上げるような
特徴は独占禁止法の強みである同時に弱点にもなり得るが、これらの特徴
を通して独占禁止法やその運用をよりよく理解することができる。以下に
述べるような諸点は、元々、法科大学院で独占禁止法を学び始めた初学者
向けに同法の特徴を分かりやすく示して関心を呼び起こすことを目的に取
りまとめたものである（1）。本稿では、これらの特徴を具体的に解説すると
ともに、その問題点や改善の方向をも提示することを心掛けた。これらの
諸点を理論的・実務的に分析し、エンフォースメントの改善につなげる作
業は引き続きの課題としたい（2）。
１　独占禁止法の条文（特に実体規定）を読んでも意味がよく分からない
のが通常である
独占禁止法の条文の多くは極めて簡潔である。特に主要な実体規定（３
（1）　栗田誠「公正取引委員会の排除措置命令・審決及び関係判決の読み方」公正取引
714号22-29頁（2010年）の「おわりに」において項目のみ挙げていた。
（2）　独占禁止法の行政的エンフォースメントの仕組みや運用の評価について、筆者は既
に次のような論考を発表しており、併せて参照いただければ幸いである。栗田誠「独
占禁止法の行政的エンフォースメント―排除措置命令とその手続を中心に」日本経
済法学会編『独占禁止法70年』日本経済法学会年報38号67-89頁（有斐閣・2017年）、
同「独禁法の行政的エンフォースメントの課題―公取委による『安上がりな』法実
現の現状とその評価」上杉秋則・山田香織編著『独禁法のフロンティア―我が国が
抱える実務上の課題』（商事法務・2019年）第１章（２-41頁）。
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条や19条）は１行であり、違反行為類型の定義（私的独占に関する２条
５項、不当な取引制限に関する同条６項、不公正な取引方法に関する同
条９項）も大変抽象的であり、「排除」、「支配」、「拘束」といった概括的
な文言、「一定の取引分野」、「競争を実質的に制限する」といった分かり
にくい文言、「公共の利益に反して」、「不当に」といった規範的な文言が
散りばめられている。ただし、実体規定の簡潔性・抽象性は何も日本の独
占禁止法に限ったことではなく、米国反トラスト法やEU競争法を見ても
同じである（3）。あらゆる経済活動を対象とする競争法には必要なことであ
り、個別具体的な事案処理を蓄積する中でルールが具体的に形成される判
例法的な性格を示している。また、一般に、独占禁止法の長い条文（企業
結合、課徴金、一部の手続規定）は後から追加・改正されたものであり、
平成17年改正、平成21年改正、平成28年改正はこの傾向に拍車を掛ける
ものである。
また、日本の独占禁止法の実体規定は、体系として分かりにくく、整合
性に欠ける面がある（4）。その具体的内容をここで詳論することはできない
が、①不当な取引制限規制と事業者団体規制の二重基準、②私的独占規制
（部分的には不当な取引制限規制も関係する。）と不公正な取引方法規制の
二重基準、③不公正な取引方法の過度の細分化（法定類型と指定類型の併
存を含む。）、④結合手段別の企業結合規制といった点については立法論的
検討を要すると思われる。
独占禁止法の実体規定を理解するためには、公正取引委員会の法的判断
（排除措置命令及び課徴金納付命令のほか、平成25年改正前の手続による
審決）を参照することがまず必要であるが、すべての行為類型について明
（3）　むしろ、日本の独占禁止法は違反行為類型の定義を置き、不公正な取引方法を類型
化しているから、米国やEUの競争法に比べ具体的で詳細な実体規定を有していると
いえる。ただし、このことが分かりやすさや規制の実効性につながっているかは別
問題である。
（4）　白石忠志『独禁法講義〔第８版〕』（有斐閣・2018年）86頁は、「日本の独禁法典の
条文は体系性を欠いており、わかりにくい。」と述べている。
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確な判断が示されているわけではない（後記２参照）。そもそも、ハード
コア・カルテルは別として、排除措置命令書を読んでも、対象となって
いる行為がなぜ違法なのかを的確に理解することが難しいことも少なくな
い。特に効果（弊害）要件に関する具体的な記述は、排除措置命令段階で
はなされないのが通例である。また、公正取引委員会の法解釈や運用方針
を示す各種のガイドラインが重要になるが、これらを読んでも分からない
ことも多い。
２　公正取引委員会の非公式な手法による法実現に着目する必要がある
公正取引委員会の排除措置命令、課徴金納付命令や審決は重要である
が、これら以外の非公式な判断（警告等の非公式な措置、事前相談事例、
企業結合公表事例）も劣らず重要である（5）。これらは、法的判断が示され
ていない行為類型に関わるものであることが多いから、実質的にはそれ
らに増して重要であるともいえる。公正取引委員会は、法適用が難しい
問題・事案については違反事件として取り上げることを回避したり、取
り上げたとしても「警告」という名の行政指導をしたり、違反事件とし
てではなく「実態調査」と称して改善指導をしたりすることがある。ま
た、違反事件審査を開始しても、関係事業者が自発的に改善措置を講じ
ることにより、審査を継続する意味がなくなり、「打切り」となることも
ある（6）。特に、企業結合規制については、長年、「事前相談」に対する回
答として処理されてきたから、法的措置事例は昭和40年代までに数件存
在するのみである。企業結合規制における事前相談制度は、平成23年７
（5）　独占禁止法違反事件の審査・処分を通した「法執行」に対し、非公式な措置や判断
を通して独占禁止法の目的を達成しようとする活動を「法実現」と呼ぶことができる。
（6）　近年の注目事例として、アマゾンジャパン事件（平成29･６･１公表：同等性条件）、
エアビーアンドビー事件（平成30･10･10公表：他のサイトへの情報掲載の制限）が
ある。なお、出品者負担によるポイント還元が問題とされたアマゾンジャパンの事
案（平成31･４･11公表）では、単に「調査を継続しない」とされている（違反事件
としての審査が行われていたのか不明である。）。
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月以降廃止されたが、法的手続に移行しないで処理する実務が変わった
わけではない。
しかし、これらの非公式措置に関する分析は十分には行われてきていな
いのが実情である。企業法務の立場からは、違反の認定を受けることを
回避するだけでは不十分であって、問題点を指摘されることがないよう
に（調査対象にならないように）することを念頭にビジネスを考える必要
があるから、こうした非公式事例の分析が不可欠である。特に、事前相談
の回答には、公正取引委員会が用いる分析の手順に沿った記述が（簡略な
がら）なされている。排除措置命令書にはこうした点が記述されないだけ
に、公正取引委員会の発想や分析手順・方法を探る上で有用である。同時
に、法的措置ではないだけに、事実認定や法的検討が不十分となるおそれ
もあり、批判的に吟味することが不可欠である（7）。
さらに、平成30年末に施行された確約手続（48条の２から48条の９ま
で）がどのように運用されるかが注目される。確約手続を用いるかどうか
の判断に際しては、当該被疑行為に係る違反立証の難易や実効的な排除措
置の内容等を含めた総合的な判断が必要になるものと考えられるが、安易
に確約手続によることは独占禁止法の実体ルールの形成や被害者の救済等
の観点からみて問題がある。今後、確約対応方針に沿って個別事案を処理
するに当たって、公正取引委員会には、関係事業者等との意思疎通を密に
するとともに、確約手続の対象となる行為類型や事案の選定、確約計画の
内容、認定要件の解釈、意見募集の方法、公表内容、確約手続において提
出された資料の取扱い等に関する実務をさらに具体化・明確化していくこ
とが期待される。
また、仮に当該被疑行為者が排除措置計画を履行しない場合には、公正
（7）　泉水文雄・長澤哲也編『実務に効く公正取引審決判例精選』（有斐閣・2014年）で
は、警告事件、相談事例、企業結合事例が多数取り上げられており、実務に必須で
ある。また、金井貴嗣・泉水文雄・武田邦宣編『経済法判例・審決百選［第２版］』
（有斐閣・2017年）でも、業務提携の相談事例（２件）や企業結合の公表事例（５件）
が初めて収録されている（このほか、審査打切り事件１件）。
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取引委員会は認定を取り消し、あらためて排除措置命令等を行うための手
続を採ることになるが、排除措置計画の不履行に対する制裁は設けられて
いない。また、確約手続による違反事件の処理は、課徴金対象行為に関し
ては実質的に課徴金を賦課しないという裁量を意味するから、公正取引委
員会の裁量を認めない現行課徴金制度の趣旨に沿うものかについては疑問
もある。特に排除型私的独占や優越的地位の濫用について、確約手続によ
り課徴金を課さずに排除措置のみ採らせることが想定されているようであ
るが、課徴金制度の見直しを進めるのが本筋である。
３　公正取引委員会だけが独占禁止法の執行を担っているわけではない
独占禁止法は、その目的を達成するために公正取引委員会を設置し（27
条１項）、行政的執行を行わせるだけでなく、刑事的執行における公正取
引委員会の専属告発権限（96条１項）、無過失損害賠償請求訴訟（25条）
における確定排除措置命令の前置（26条１項）を定め、刑事・民事の執行
においても公正取引委員会が重要な役割を果たす仕組みを採っており、一
般に「公正取引委員会中心主義」と呼ばれている。特に、昭和52年改正
により課徴金制度が創設され、行政的執行の手段が拡充されたこと、公正
取引委員会による非公式措置が大変重要な機能を果たしていること（前記
２参照）、また、刑事・民事の執行が活発ではなかったことから、制度の
仕組み以上に公正取引委員会の活動に依存したエンフォースメントになっ
ているといえる。
しかし、公正取引委員会が独占禁止法のエンフォースメントにおいて中
心的な役割を果たすことは当然であるとしても、多元的な法執行主体によ
る多面的な法実現が望ましい（8）。早い段階から、被害者による一般民事法
（8）　栗田誠「競争法の実効的なエンフォースメントに対する障壁―日本独禁法の制度的
欠陥」公正取引722号20-28頁（2010年）。公正取引委員会中心主義によるエンフォー
スメントが過小になるおそれを指摘して民事的救済制度の拡充を主張した栗田誠「私
人による民事的救済制度」上杉秋則・栗田誠・舟橋和幸・山本和史『21世紀の競争
政策　その変化と方向性』（東京布井出版・2000年）第10章（285-308頁）も参照。
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に基づく損害賠償請求が可能であるとする解釈が採られてきたし、制度面
でも、平成12年改正により被害者の差止請求制度（24条）が創設された（対
象が不公正な取引方法に限定されている点は早急に改正されるべきであ
る。）。また、平成３年に刑事告発の積極化の方針が公表され、刑事的執行
の活発化に向けた努力も続けられている（後記５参照）。特に、被害を受
けていると主張する私人による法執行（損害賠償請求、差止請求等）が今
後重要性を増すと考えられ、その意味で法曹が果たすべき役割は大きい。
独占禁止法専門弁護士が違反被疑行為者側だけでなく、被害者側に立って
活動することが期待される。
４　公正取引委員会と裁判所の役割の違いに注意する必要がある
公正取引委員会は、行政機関として、最高裁判所を頂点とする司法府の
判断に従う必要がある。しかし、司法判断の対象となるものは、原則的に
は公正取引委員会の排除措置命令等の処分であって、それ以外の様々な措
置（不公正な取引方法の指定〔２条９項６号〕のような立法的措置、警告
等の非公式措置、ガイドラインの策定など）を対象とするには種々の困難
があり、実際上司法審査の対象外である。
また、公正取引委員会は、違反行為を認定してその排除を命ずる必要が
ある場合に排除措置命令を行うのであって、当然のことながら、違反事実
が認定できない場合や排除措置命令を行う必要性がない場合には排除措置
命令を行うことはできない。一般からの報告（申告。45条１項）が端緒
となっている事案であっても、公正取引委員会は、一般的な調査義務（同
条２項）を負うとしても、それ以上に排除措置命令を行うことが義務付け
られるわけではないし（義務付けの訴えに関する行訴37条の２以下も参
照）、なぜ排除措置命令を行わないかについて説明する義務を負うわけで
もない（9）。
排除措置命令等の司法審査については、平成25年改正（平成27年４月
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施行）により審判手続が廃止され、命令について直ちに東京地方裁判所に
抗告訴訟を提起する仕組みとされた。平成31年３月末までに５件の判決
が出ているが、１件を除き原告敗訴となっている（10）。関係人の防御権の
保障や実体的真実の発見・適正な法執行の確保の観点から、命令前の意見
聴取手続を含め、制度及び運用を常に見直すことが求められる。
他方、裁判所は、民事事件が提起されれば、訴訟要件を満たす限り、受
理して判断することを求められる。公正取引委員会のように、様々な理由
から取り上げない、判断しないという裁量はできない（和解を促すという
ことはあり得るとしても）。特に不公正な取引方法を巡る民事事件の中に
は、公正取引委員会の法的判断が示されていない類型のものが少なくな
く（11）、裁判所の「違法ではない」という判断が重要な意味を持つことがあ
る（12）。裁判所は、民事事件において公正取引委員会の解釈（審決等だけで
（9）　もっとも、独占禁止法45条３項は、報告に係る事案の処理結果を報告者に通知する
仕組みを設けており、また、公正取引委員会の内部手続として、通知を受けた報告
者からの申出を受けて当該報告に係る事案の処理を再審理するために審査部局から
独立した「申告処理審理会」が設けられている。さらに、公正取引委員会が審査を
打ち切った事案について、その内容が公表されることもある。審査打切り事件の公
表の意義について、山本佐和子「事件解説 オーバーチュア株式会社及びグーグル・
インクに対する独占禁止法違反被疑事件の処理について」公正取引662号63-67頁
（2005年）参照。
（10）　公正取引委員会「平成30年度における独占禁止法違反事件の処理状況について」
（令和元・６・５）によると、タンタル電解コンデンサ（松尾電機）事件（東京地判
平成31・３・28）で原告の請求が一部認容された（確定）。審判手続が廃止されるに
至った背景事情として、裁判所においては公正取引委員会での審判以上に事業者側
が負けることは想定しにくいという受け止め方があったと指摘されている。排除措
置命令の件数自体が少なくなっている中で、どの程度抗告訴訟が提起されるのかは
不透明であるが、公正取引委員会が多様な違反行為について積極的に法的措置を採
ることがまず必要である。
（11）　独占禁止法違反による被害者であるとして公正取引委員会に申告したが、期待し
たような救済が得られなかったことから、自ら民事訴訟を提起したとみられる事件
もある。
（12）　例えば、差別対価に関するLPガス事件（東京高判平成17･４･27審決集52巻789頁
他）、不当廉売に関するヤマト運輸郵政公社事件（東京高判平成19･11･28審決集54
巻699頁）、拘束条件付取引に関する化粧品対面販売事件（最判平成10･12･18民集52
巻９号1866頁）参照。
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なくガイドラインを含め）を参考にしていると推測される。
ところで、民事判決について、時として違和感を持つこともないわけで
はない。これは、裁判官が独占禁止法に疎いことによるのではなく、個別
紛争の解決という裁判所の役割によるところが大きいのではないかと思わ
れる。こうした役割の違いによる独占禁止法の解釈・適用上の齟齬が生じ
ないようにすることが望ましい。また、裁判所は、公正取引委員会のよう
に判断しないという裁量はできない代わりに、当事者主義により立証不十
分として処理することができるから、その意味で物足りない判決が出るこ
ともやむを得ない面がある。原告側の証拠収集能力を高めるための方策が
検討されるべきであろう。
５　独占禁止法の刑事的執行には限界があるのかもしれない
平成２年に公正取引委員会が、法務・検察当局との調整を経て、独占禁
止法の刑事的執行の活発化（告発方針）を表明して以来、30年近くが経過
した。その間、３度に亘り法定刑が引き上げられ、平成17年改正により
犯則調査手続が設けられ、審査局に犯則審査部が置かれるなど、制度面・
体制面の強化が進んでいる。しかし、その割には、刑事的執行の実績には
物足りなさを感じる（平均すると２年に１件強程度）。
公正取引委員会は専属告発の権限を有しているが、実態的には検察側が
事実上「拒否権」を持っている（公正取引委員会は、実際上検察当局の了
承が得られた事案しか告発することができない）と思われる。公正取引委
員会に犯則調査権限が付与されたことも、一面では検察当局が公正取引委
員会に対して実質的な「指揮権」を持つことを意味するのかもしれない（公
正取引委員会の審査局には複数の出向検事が在籍しており、審査方針の判
断を事実上仕切っているとみられる。）。
また、公正取引委員会の告発方針には、悪質重大な事案を積極的に告発
するとあるが、実際に刑事的執行の対象になる事件は、そこそこ悪質で証
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拠（特に供述証拠）が確実なものに限定されている（13）。こうした状況は、独
占禁止法違反のような経済犯罪に対する刑事法の役割に関する見解の不一
致、法人処罰に関する刑事法理論の未成熟といった問題が関係していると
思われる。刑事罰の積極活用が難しい状況が続くと、課徴金を「行政制裁
金」に改め、刑事罰を廃止するという提案（14）が支持を増やすかもしれない。
６　独占禁止法違反の分析枠組は、違反行為類型を問わず、実質的に同じ
である
独占禁止法を学ぶとは、独占禁止法規制との関係で問題となり得る事業
者等の行為を識別し、当該行為が違反かどうか（特に事前の判断において
は、「違反かどうか」よりも、「問題があるかどうか」を問うことが必要で
ある。）を分析する方法（この分析においては、経済学的方法が用いられ
ることがある。）を会得し、その分析に必要な事実を収集し、当該事案に
当てはめる能力（さらには、法的文書にまとめる能力）を養うことである。
独占禁止法上の違反行為類型には様々なものがあるが、分析の枠組は基
本的に各行為類型に共通である（15）。違反要件は、主体要件（事業者・事業者
団体）、行為要件（包括的・概括的に規定されている。）及び効果要件（原則
として市場競争に悪影響を及ぼすことであり、「弊害要件」ともいう。）の３
つから構成されている。価格カルテルや入札談合のようなハードコア・カル
テルについては、行為要件のうち、複数事業者の共同行為（意思の連絡）の
（13）　平成30年３月23日に告発・公訴提起がなされたJR東海発注中央新幹線駅舎受注調
整事件では、４社中２社が否認しており（他の２社については既に有罪判決が出て
いる。）、また、検察当局が主導して捜査を行ってきたと報じられており、従来の刑
事事件とはやや様相が異なるのかもしれない。
（14）　「独占禁止法違反行為に対する制裁については、法人に対する独占禁止法上の課徴
金に一本化（法人・個人に対する独占禁止法上の刑事罰は廃止）するか、少なくと
も法人については刑事罰を廃止し、制裁を課徴金に一本化することを検討すべきで
ある。」日本経済団体連合会経済法規委員会「『独占禁止法基本問題』に関するコメ
ント－望ましい抜本改正の方向性－」（2006･８･１）。
（15）　前掲注４・白石『独禁法講義』４頁は、「どの違反類型においても基本的な考え方
は共通している」という。
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認定（その前提としてのカルテルの探知）が専ら問題となる。それ以外の行
為類型では、当該行為が市場競争に及ぼす影響の分析が中心となり、様々な
事実（経済取引や市場競争の実態）のうち、その判断にとって重要な事実を
見出し、その意味合いを考える経済的センスが問われる。問題となっている
行為が市場競争への悪影響をもたらすメカニズムないしはストーリー（「シ
ナリオ」という言い方もされる。）を想定し、そうしたメカニズム・ストー
リーが具体的な事実関係の下で実際に現出しているか（企業結合規制では、
現出する蓋然性があるか）を分析・判断することになる。
そして、こうした分析に先行して、問題となっている具体的事案につい
て、誰による、どのような類型の独占禁止法違反として検討することが必
要か、適切かを第一次的に判断する作業（救命救急の現場における「トリ
アージ」に相当する作業）が決定的に重要な意味を持っている（16）。トリアー
ジへの習熟こそが独占禁止法を学ぶ鍵となる。
７　独占禁止法の違法性判断基準は、一部の行為類型を除き、確立されて
いない
違反かどうかを分析する基準・方法は、原則違法とされるハードコア・
カルテル及び再販売価格維持行為以外の行為類型については未だ十分確立
されていないのが現状である。ハードコア・カルテルについてすら、日本
の独占禁止法上これを原則違法とする取扱いに対しては、効果要件を明記
する規定を無視しているとする批判がある（17）。また、再販売価格維持行為
についての原則違法の取扱いに対しては、経済学の観点を含め、批判も少
（16）　栗田誠「独占禁止法違反行為類型と法科大学院教育」千葉大学法学論集32巻３･４
号62(1)-30(33)頁（2018年）。
（17）　根岸哲「現行独禁法の体系に係る３つの異聞」甲南法務研究14号1-9頁（2018年）。
なお、米国反トラスト法では、ハードコア・カルテルは当然違法として刑事訴追さ
れているが、陪審裁判を受ける合衆国憲法上の権利を実質的に奪っているとする批
判があり、将来見直されることを予測する見解もある。See Connolly, Robert, The 
End is Near For the Per Se Rule in Criminal Sherman Act Cases （March 20, 2019）, 
available at SSRN： https://ssrn.com/abstract=3356731.
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なくない（18）。公正取引委員会や裁判所の法的判断が示されたことがない類
型も多く残されているほか、日々新たな事案や問題が生起している。
また、公正取引委員会のガイドラインは、公正取引委員会の法解釈・運
用方針を示すものであるが、具体的事案の分析手法を示すものとしては不
十分なものが多い（19）。法律上の要件の繰返しであったり、各種の考慮要因
を列挙して「総合的に勘案する」という記述にとどまっていたりする。ま
た、経済取引の実態変化や法理論・法解釈の進化、事例の蓄積等に応じ
て、その内容を常にブラッシュ・アップする努力が求められるが、これも
十分ではない（20）。特に、具体的な取引慣行についての独占禁止法上の考え
方を個別具体的に示すことも有用ではあるが、より抽象度を高めた分析枠
組や判断基準を提示することこそ、ガイドラインに求められている。この
ほか、公正取引委員会がガイドラインを作成できていない行為類型とし
て、業務提携がある。長年の懸案であるが、公正取引委員会の新たな取組
（18）　現行流通・取引慣行ガイドラインは、再販売価格維持行為が「『正当な理由』があ
る場合には例外的に違法とはならない」ことを明記し（同ガイドライン第１部第１
の２(１)）、「正当な理由」の考え方を明確化したと強調されている。これに対し、
前掲注17 ・根岸「現行独禁法の体系に係る３つの異聞」７頁は、競争減殺の観点か
ら公正競争阻害性が判断される再販売価格維持行為を原則違法とする取扱いが、市
場における競争に及ぼす弊害の有無・程度を個別判断して違法性を判断するという
独占禁止法の基本的考え方に反すると批判する。なお、同ガイドラインの問題点に
関する包括的検討として、上杉秋則「垂直的制限行為に関する独禁法解釈論上の論
点について―流通・取引慣行ガイドラインの改訂後に残された課題は何か」前掲注
２・上杉・山田編著『独禁法のフロンティア』第９章（231-276頁）参照。
（19）　前掲注18 ・上杉「垂直的制限行為に関する独禁法解釈論上の論点について」232
頁。筆者も、個別のガイドラインを検討する中で繰り返し指摘してきた。栗田誠『実
務研究競争法』（商事法務・2004年）51頁（事業者団体ガイドライン）、117頁（1998
年企業結合ガイドライン）、同「排除型私的独占ガイドラインの検討」千葉大学法学
論集31巻３･４号278(1)-242(37)頁（2017年）参照。
（20）　例えば、流通・取引慣行ガイドラインは、不公正な取引方法規制に関して重要な
機能を果たしてきたが、平成３年の作成後、流通構造や取引慣行が大きく変化して
きているにもかかわらず、実質的な改正が長年なされておらず、経済界からは早急
な見直しが求められていた。漸く平成27年３月、平成28年５月及び平成29年６月
の３次に亘り見直しが行われたが、ガイドラインの在り方として問題を残すもので
あった。
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に期待したい（21）。
８　独占禁止法違反かどうかは具体的な事実に依存している
独占禁止法違反の分析には様々な情報が必要であり、事実次第で、違反
になったり、違反にならなかったりする。事実に基づく的確な主張ができ
るかどうかで勝負は大方決まる。例えば、Ａ社が甲商品について行った行
為が独占禁止法違反になるとしても、同じ行為を別の乙商品について行っ
たとしても違反にならないことがある。また、Ａ社が甲商品について行っ
た行為が独占禁止法違反になるとしても、同じ行為を別のＢ社が同じ甲商
品について行ったとしても違反にならないことがある。実務上は、違法性
を基礎付ける（あるいは、違法性を否定する）ためにはどのような事実が
役立つか・必要かを考え、そうした事実をいかに収集し、具体的な主張に
つなげていけるかがポイントである。このため、独占禁止法違反事件は手
間がかかり、事業者にとって負担が大きく、防御費用も嵩むことになる。
ところで、事実を一番よく知っているのは違反被疑行為者であり、被害
を受けていると考える競争者等であるから、違反事件の主役が関係事業者
であることは言うまでもない。また、公正取引委員会が用いる違反行為の
分析枠組・分析手法が明らかになっていれば、事業者は関連する情報を既
に持っており、あるいは容易に入手できる立場にあり、自ら情報を分析枠
組・分析手法に代入することにより、公正取引委員会が出すであろう結論
を相当の確度で予測できるはずである。これにより、事業者の積極的・能
動的な独占禁止法コンプライアンスを実現することができる。これらの事
業者を代理する弁護士や審査に当たる公正取引委員会の審査官には、何が
重要な事実であるかを理解し、いかにして重要な事実を把握・解明してい
くかが問われることになる。
（21）　公正取引委員会競争政策研究センター「『業務提携に関する検討会』の開催につい
て」（平成30･12･３）。
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９　独占禁止法の目的についてすらコンセンサスがないのが実情である
競争法は、効率性の向上による消費者利益の確保を主たる目的にしてい
ると一般に理解されており、特に米国（なかんずく連邦裁判所）では、こ
うした考え方が主流である。しかし、効率性自体、多義的なものである。
技術革新や投資の効果を重視する動態的な効率性を重視する立場からは、
競争法の運用が短期的な視点から介入主義的になりすぎることが懸念され
る。また、余剰分析による帰結主義的運用に対しては、競争過程の保護を
重視する立場から批判もある。
加えて、日本の独占禁止法には、競争機会の確保、競争手段の公正の確
保、富の不当な移転の防止等の多面的な機能・役割を果たすことが求めら
れることが少なくない。どの機能を重視するかにより、結論が違ってくる
ことがある。論者により事案に対する立場が大きく異なることがあり、結
論が同じでも理由付けが異なることも少なくない。特に、こうした違い
は、独占禁止法ないしは公正取引委員会にどのような役割を期待するかと
いうこととも密接に関わっている。現下の政治・経済情勢の下では、大企
業による中小企業いじめ（不公正な取引方法の一類型としての「優越的地
位の濫用」〔２条９項５号〕）の規制強化が求められがちである。また、独
占禁止法と他の法分野（消費者法、中小企業法、不正競争法、一般不法行
為法等）との役割分担についての考え方の違いという側面や、さらには、
分野別の規制当局との役割分担（縄張り争い）という色彩もある（後記
10参照）。
法の守備範囲も不変ではないとすると、独占禁止法の役割が時代の要請
に応じて変化することも必要なのかもしれないし、それが可能な規定に
なっていることも事実である（22）。しかし、独占禁止法が競争法としての目
的を達成する上で、多面的な機能や付随的な役割が却って足枷になること
（22）　例えば、鈴木孝之「不公正取引規制に期待される政策的役割」舟田正之先生古稀
祝賀『経済法の現代的課題』（有斐閣・2017年）285-302頁は、表題のとおり、不公
正な取引方法規制の多面的意義を強調する。
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も懸念される。
10　独占禁止法は法と政策の中間に位置するのかもしれない
独占禁止法を学び始めると、「これで法といえるのか、政策にすぎない
のではないか」と戸惑うことがある。例えば、電気通信、エネルギー等の
規制産業における支配的事業者に対する規制が典型である。これらの規制
業種では、事業規制法が支配的事業者に対する様々な特別規制を設けてい
ることがあり、独占禁止法規制と重なる面がある。また、規制当局におい
ても、競争促進を重視した規制政策を標榜する動きがみられる。一つの行
為について、事業法と独占禁止法の両方が適用され得るのであり、規制当
局と競争当局（公正取引委員会）の判断が矛盾・抵触することもあり得る。
NTT東日本私的独占事件（最判平成22･12･17民集64巻８号2067頁）は、
そうした論点を含む事件であったが、判決は電気通信事業法と独占禁止法
の重畳的適用を認めている。
特に、公正取引委員会が独占禁止法執行のメイン・プレーヤーである限
りは、規制当局との調整で解決することも可能であるが、独占禁止法が裁
判所で最終判断される「普通の」法律になりつつある過程では、様々な混
乱が生ずることは避けられない（23）。この問題は、百年以上にわたり裁判所
が営々と判例を積み重ねてきている米国において広くみられるものであ
る（24）。私見では、現状の「規制法と競争法の相互浸透」の時代を経て、一
般競争法の優位がいずれ確立すると考えているが、過渡期には競争法適用
の「差し控え（forbearance）」（競争法の適用を自制し、規制当局による
解決に委ねること）があってよいと思われる（25）。ただし、競争当局が規制
当局と事実上一体化し、あるいは政府全体の施策の道具化することは適切
（23）　ソフトバンク対NTT東西事件（東京地判平成26･６･19審決集61巻243頁）。
（24）　See, e. g., Verizon Communications Inc. v. Law Offices of Curtis V. Trinko, LLP, 540 
U.S. 398 （2004）． 
（25）　栗田誠「規制当局と競争当局の関係」岸井大太郎・鳥居昭夫編『公益事業の規制
改革と競争政策』（法政大学出版局・2005年）第４章（91-129頁）。
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ではない。
もう一例を挙げると、近年における優越的地位濫用規制にも独占禁止法
の政策的側面が強く現れている。筆者は元々、「競争法」としての独占禁
止法における優越的地位濫用規制の位置付けについては懐疑的であり、
「経済法」の一環としての立法が望ましいと考えている（26）。また、例えば、
デジタル・プラットフォーマーによる取引先事業者に対する取引条件の一
方的改変も、ユーザーからの個人情報の吸上げも、何でも優越的地位濫用
の観点から取り組もうとしている現状（打ち出の小槌としての優越的地位
濫用規制）にはやや疑問を感じている。優越的地位濫用規制がその時々の
取引関係を巡る課題に柔軟に対応してきたことは紛れもない事実であり、
強い支持があることも明らかである。こうした中で、優越的地位濫用規制
をどのように活用していくのか（あるいは、別途の方策を考えるのか）が
問われている。
いずれにせよ、法と政策の間で揺れ動くのが独占禁止法の醍醐味でもあ
ると割り切って、その重要性や影響力を考慮した解釈・運用を心掛ける必
要があろう。
おわりに
一般に独占禁止法は「難しい」と言われるが、この点はおそらく欧米競
争法においても同様ではないかと思われる（27）。しかし、日本の独占禁止法
（26）　［独占禁止法＝競争法＋α］であり、αにどのような役割を持たせるかの違いと考
えれば同じことであるが、独占禁止法違反行為を統一的に把握し、ルール形成を図
る上で無理が出ると思われる。
（27）　米国のロースクール学生向けの反トラスト法の副読本（Daniel A. Crane, 
ANTITRUST, Wolters Kluwer （2014）， at 13）には、次のような一節がある。「反トラ
スト法は修得が難しい科目である。初学者は事実から論点を抽出すること自体に困
難を感じるが、その多くは『トリアージ』が的確にできないことによる。救命救急
における重症度判定にも似て、反トラスト事例分析における最初の難問はどのよう
な分析が必要になるかを大まかに分類することにある。」。前掲注16 ・栗田「独占禁
止法違反行為類型と法科大学院教育」は、独占禁止法事例のトリアージのための手
引きとすることをも意図して執筆したものである。
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には、そのエンフォースメントの仕組みや運用において欧米競争法には
ない難しさがあるように感じられる。競争当局や裁判所の法的判断を行為
類型ごとに学ぶだけでは運用の実際を理解することはできない。独占禁止
法の多面的なエンフォースメントの全体像を的確に把握して体系的に整序
し、公正取引委員会その他の関係行政機関、裁判所その他の司法関係者、
企業実務家、消費者、独占禁止法受講者等から構成される独占禁止法コ
ミュニティに提供していくことが研究者の課題である。また、そうした独
占禁止法のエンフォースメントの全体像は、第三者による検証や批判に耐
え得るものであることが求められるし、同時にエンフォースメントの仕組
みや運用の在り方自体を見直していくことも期待されている。
（本学法学部教授）
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